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市川市地方卸売市場事業特別会計予算
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議案第 63 号

平成 26 年度市川市地方卸売市場事業特別会計予算

　平成26年度市川市の地方卸売市場事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

　

 　（歳入歳出予算）

第 1条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 109,000 千円と定める。

2　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第 1 表歳入歳出予算」

による。

　

　

　平成 26 年 2 月 17 日提出

　

　

　

市川市長　　　大 久 保 　 博　　
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款 項 金　　　　　　額

千円

第１表　歳入歳出予算

　歳　　　入

1.
事 業 収 入 8 0 , 4 0 9

1.
事 業 収 入 8 0 , 4 0 9

2.
繰 入 金 4 , 0 0 0

1.
一 般 会 計 繰 入 金 4 , 0 0 0

3.
繰 越 金 1 , 0 0 0

1.
繰 越 金 1 , 0 0 0

4.
諸 収 入 2 3 , 5 9 1

1.
市場事業会計預金利子 5

2.
雑 入 2 3 , 5 8 6

歳 入 合 計 1 0 9 , 0 0 0
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款 項 金　　　　　　額

千円

　歳　　　出

1.
市 場 事 業 費 1 0 4 , 1 8 6

1.
市 場 事 業 費 1 0 4 , 1 8 6

2.
公 債 費 3 , 8 1 4

1.
公 債 費 3 , 8 1 4

3.
予 備 費 1 , 0 0 0

1.
予 備 費 1 , 0 0 0

歳 出 合 計 1 0 9 , 0 0 0
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予算に関する説明書

地方卸売市場事業特別会計予算事項別明細
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市　　　場　

款 本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比 較

千円 千円 千円

平成26年度市川市地方卸売市場事業特別会計歳入歳出予算事項別明細書

総　　　括

　歳　　　入

1.
事 業 収 入 8 0 , 4 0 9 7 6 , 3 1 4 4 , 0 9 5

2.
繰 入 金 4 , 0 0 0 2 7 , 0 0 0 △  2 3 , 0 0 0

3.
繰 越 金 1 , 0 0 0 1 , 0 0 0 0

4.
諸 収 入 2 3 , 5 9 1 2 2 , 6 8 6 9 0 5

歳　　入　　合　　計 1 0 9 , 0 0 0 1 2 7 , 0 0 0 △  1 8 , 0 0 0
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款 本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比 較

千円 千円 千円

　歳　　　出

1.
市 場 事 業 費 1 0 4 , 1 8 6 1 2 2 , 1 8 7 △  1 8 , 0 0 1

2.
公 債 費 3 , 8 1 4 3 , 8 1 3 1

3.
予 備 費 1 , 0 0 0 1 , 0 0 0 0

歳　　出　　合　　計 1 0 9 , 0 0 0 1 2 7 , 0 0 0 △  1 8 , 0 0 0
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本　　年　　度　　予　　算　　額　　の　　財　　源　　内　　訳

特　　　　　定　　　　　財　　　　　源

一 般 財 源

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

千円 千円 千円 千円

市　　　場　

0 0 2 3 , 5 8 6 8 0 , 6 0 0

0 0 0 3 , 8 1 4

0 0 0 1 , 0 0 0

0 0 2 3 , 5 8 6 8 5 , 4 1 4
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　（歳　　　入）

科　　　　　目
本　年　度 前　年　度 比　　較

節

款 項 目 区 　　分 金 　　額

千円 千円 千円 千円

 1.
事 業 収 入 80,409 76,314 4,095

 1.
事 業 収 入 80,409 76,314 4,095

 1.
市場使用料 80,409 76,314 4,095

 1.
売 上 高 割
使 用 料 24,425

 2.
施 設 使 用 料 55,984

 2.
繰 入 金 4,000 27,000 △23,000

 1.
一般会計繰入金 4,000 27,000 △23,000

 1.
一 般 会 計
繰 入 金 4,000 27,000 △23,000

 1.
一 般 会 計
繰 入 金 4,000

 3.
繰 越 金 1,000 1,000 0

 1.
繰 越 金 1,000 1,000 0

 1.
繰 越 金 1,000 1,000 0

 1.
繰 越 金 1,000

 4.
諸 収 入 23,591 22,686 905

 1.
市場事業会計
預 金 利 子 5 5 0

 1.
市 場 会 計
預 金 利 子 5 5 0

 1.
歳 計 現 金
預 金 利 子 5

 2.
雑 入 23,586 22,681 905

 1.
雑 入 23,586 22,681 905

 1.
雑 入 23,586

歳 入 合 計 109,000 127,000 △18,000
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説  明

○ 　売上高割使用料  24,425,000円

○ 　施 設 使 用 料  55,984,000円

○ 　一般会計繰入金  4,000,000円

○ 　前年度繰越金  1,000,000円

○ 　市場会計歳計現金預金利子  5,000円

○ 　電気使用料立替金  23,575,000円

○ 　水道使用料等立替金  10,000円

○ 　諸費用立替金  1,000円

市 場
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　（歳　　　出）

科　　　　　目
本　年　度 前　年　度 比　　較

本 年 度 の 財 源 内 訳
特 定 財 源

一般財源
款 項 目 国 　 県

支 出 金 地 方 債 そ の 他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

 1.
市 場 事 業 費 104,186 122,187 △18,001 0 0 23,586 80,600

 1.
市 場 事 業 費 104,186 122,187 △18,001 0 0 23,586 80,600

 1.
市場管理費 104,186 122,187 △18,001 0 0 23,586 80,600
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節
説  明

区 分 金 額

千円

 

 

 1.
報 酬 537 ◎　委 員 報 酬  537,000円

○ 　地方卸売市場運営審議会委員報酬　16人  437,000円

○ 　地方卸売市場取引委員会委員報酬　11人  100,000円

 2.
給 料 19,707 ◎　一 般 職 給　　　　　　　　　　 3人  19,707,000円

 3.
職員手当等 13,149 ◎　扶 養 手 当  516,000円

◎　地 域 手 当  2,093,000円

◎　住 居 手 当  492,000円

◎　通 勤 手 当  960,000円

◎　時間外勤務手当  1,427,000円

◎　管理職員特別勤務手当  5,000円

◎　休日勤務手当  143,000円

◎　管 理 職 手 当  695,000円

◎　期 末 手 当  4,464,000円

◎　勤 勉 手 当  2,234,000円

◎　児 童 手 当  120,000円

 4.
共 済 費 4,539 ◎　共済組合負担金  4,500,000円

◎　災害補償負担金  39,000円

 7.
賃 金 2,245 ◎　非常勤職員等雇上料  2,245,000円

 9.
旅 費 5 ◎　職 員 旅 費  5,000円

市 場
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科　　　　　目
本　年　度 前　年　度 比　　較

本 年 度 の 財 源 内 訳
特 定 財 源

一般財源
款 項 目 国 　 県

支 出 金 地 方 債 そ の 他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円
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節
説  明

区 分 金 額

千円

 11.
需 用 費 33,717 ◎　消 耗 品 費  327,000円

◎　定期刊行物費  25,000円

◎　燃 料 費  67,000円

◎　光 熱 水 費  26,985,000円

◎　自動車修繕料  63,000円

◎　施 設 修 繕 料  6,250,000円

 12.
役 務 費 274 ◎　通 信 運 搬 費  153,000円

○ 　郵 便 料  15,000円

○ 　電 話 料  138,000円

◎　手 数 料  93,000円

○ 　複合機保守手数料  93,000円

◎　自動車損害保険料  28,000円

 13.
委 託 料 25,697 ◎　委 託 料  25,697,000円

○ 　施設管理等委託料  25,697,000円

 14.
使用料及び
賃 借 料 247 ◎　使 用 料  247,000円

○ 　公共下水道使用料  247,000円

 19.
負担金補助
及び交付金 1,890 ◎　負 担 金  790,000円

○ 　千葉県公設卸売市場連絡協議会負担金  5,000円

○ 　環境衛生対策事業負担金  785,000円

◎　補 助 金  1,100,000円

○ 　市場活性化対策事業補助金  1,100,000円

 27.
公 課 費 2,179 ◎　自動車重量税  9,000円

◎　消 費 税  2,170,000円

市 場
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科　　　　　目
本　年　度 前　年　度 比　　較

本 年 度 の 財 源 内 訳
特 定 財 源

一般財源
款 項 目 国 　 県

支 出 金 地 方 債 そ の 他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

 2.
公 債 費 3,814 3,813 1 0 0 0 3,814

 1.
公 債 費 3,814 3,813 1 0 0 0 3,814

 1.
元 金 3,285 3,111 174 0 0 0 3,285

 2.
利 子 529 702 △173 0 0 0 529

 3.
予 備 費 1,000 1,000 0 0 0 0 1,000

 1.
予 備 費 1,000 1,000 0 0 0 0 1,000

 1.
予 備 費 1,000 1,000 0 0 0 0 1,000

歳 出 合 計 109,000 127,000 △18,000 0 0 23,586 85,414
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節
説  明

区 分 金 額

千円

 

 

 23.
償還金利子
及び割引料 3,285 ◎　市 債 元 金  3,285,000円

 23.
償還金利子
及び割引料 529 ◎　市 債 利 子  529,000円

 

 

― ― ◎　予 備 費  1,000,000円

 

市 場
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給　与　費　明　細　書

１　特　別　職

区 分 職 員 数

給　　　　与　　　　費

共済費 合　計 備 考

報　酬 給　料 期 末 手 当
年間支給率 ( 月分 ) 地域手当 通勤手当 退職手当 計

人 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

本年度

長 等

議 員

その他の
特 別 職 27 537 537 537

計 27 537 537 537

前年度

長 等

議 員

その他の
特 別 職 27 537 537 537

計 27 537 537 537

比 較

長 等

議 員

その他の
特 別 職 0 0 0 0

計 0 0 0 0
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職 員 手 当

等 の 内 訳

区 分 扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 時 間 外
勤 務 手 当

管 理 職 員
特別勤務手当

休 日 勤 務
手 当

本 年 度
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

前 年 度

比 較

管理職手当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 児 童 手 当

千円 千円 千円 千円

２　一　般　職

　(1) 総　　括

区 分 職員数

給　　　　与　　　　費

共済費 合　 計 備 考

報　　酬 給　　料 職員手当等 計

人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

本年度 (    4)
3 19,707 13,149 32,856 4,539 37,395

前年度 (    4)
3 20,319 13,652 33,971 4,736 38,707

比 較 (    0)
0 △ 612 △ 503 △ 1,115 △ 197 △ 1,312

 （　　　　　）内は、再任用職員について外書した。

516 2,093 492 960 1,427 5 143

804 2,193 252 469 1,609 5 145

△ 288 △ 100 240 491 △ 182 0 △ 2

695 4,464 2,234 120

695 4,686 2,374 420

0 △ 222 △ 140 △ 300
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　(3) 給料及び職員手当等の状況

　　ア　職員１人当たり給与

区　　　　　　分 一般行政職

26年１月１日現在

平均給料月額 (円) 378,100

平均給与月額 (円) 497,891

平 均 年 齢 (歳) 48.3

25年１月１日現在

平均給料月額 (円) 397,733

平均給与月額 (円) 516,777

平 均 年 齢 (歳) 49.0

　　イ　初　任　給

区　　　　　　　分 一般行政職

高　　　　　校　　　　　卒 149,400 円

大　　　　　学　　　　　卒 176,300

国の制度
高　　　校　　　卒 140,100

大　　　学　　　卒 181,200

　(2) 給料及び職員手当等の増減額の明細

区 分 増 減 額 増減事由別内訳 説　　　　　明 備　　　　　　　　考

千円 千円

給 料 △612 昇給に伴う

増加分

168

その他の減

少分

△780 ○職員の変動等に係る減少分

職員手当

等

△503 昇給に伴う

増加分

77

その他の減

少分

△580 ○職員の変動等に係る減少分
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　　（級別の標準的な職務内容）

区 分 ９ 級 ８ 級 ７ 級 ６ 級 ５ 級 ４ 級 ３ 級 ２ 級 １ 級

一 般
行 政 職 部 長 次 長

参 事
課 長
副 参 事 主 幹 副 主 幹 主 査 主 任 主 事

技 師
主 事 補
技 師 補

　　ウ　級別職員数

区　　分 級
一 般 行 政 職

職員数 構成比

26 年１月１日

現 在

９ 級 人 ％

８ 級

７ 級

６ 級

５ 級

４ 級

３ 級

２ 級

１ 級

計

25 年１月１日

現 在

９ 級 人 ％

８ 級

７ 級

６ 級

５ 級

４ 級

３ 級

２ 級

１ 級

計

 （　　　　　）内は、再任用職員について外書した。

　

　

1 33.3

1 33.3

(4)
1

(100.0)
33.3

(4)
3

(100.0)
100.0

　

　

1 33.3

1 33.3

1 33.3

(4) (100.0)

(4)
3

(100.0)
100.0
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　　エ　昇給

区　　　　　　分 合　　　計 一般行政職

本
年
度

職員数（Ａ） (人) 3 3

昇給に係る職員数（Ｂ） (人) 3 3

号給数別内訳

1号給 (人)

2 号給 (人)

3 号給 (人)

4 号給 (人) 3 3

6 号給 (人)

8 号給 (人)

比率（Ｂ）／（Ａ） (％) 100.0 100.0

前
年
度

職員数（Ａ） (人) 3 3

昇給に係る職員数（Ｂ） (人) 3 3

号給数別内訳

1号給 (人)

2 号給 (人) 3 3

3 号給 (人)

4 号給 (人)

6 号給 (人)

8 号給 (人)

比率（Ｂ）／（Ａ） (％) 100.0 100.0

　　オ　期末手当・勤勉手当

区　　分 
支　給　期　別　支　給　率 支 給 率 計

（ 月 分 ）
職制上の段階、職務の
級等による加算措置 備　考

６月 (月分 ) 12 月 ( 月分 )

本 年 度 (0.975)
1.9

(1.125)
2.05

(2.1)
3.95 有

前 年 度 (0.975)
1.9

(1.125)
2.05

(2.1)
3.95 有

国の制度 (0.975)
1.9

(1.125)
2.05

(2.1)
3.95 有

 （　　　　　）内は、再任用職員の支給率である。

　　カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

区　分
20　　年
勤続の者

25　　年
勤続の者 

35　　年
勤続の者 

最高限度 その他の加算措置等 備　考

月分 月分 月分 月分
支給率等 27.025 36.57 52.44 52.44

定年前早期退職特例措置
(２％～ 45％加算 )
職務の級に応じた調整額

国の制度
(支給率等)

25.55625 34.5825 49.59 49.59
定年前早期退職特例措置
(２％～ 45％加算 )
職務の級に応じた調整額
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　　キ　地域手当

支 給 対 象 地 域 全　　 地　　 域

支 給 率（％） 10

支 給 対 象 職 員 数（人） 3

国の指定基準に基づく支給率(％） 10

　　ク　その他の手当

区 分
国の制度

との異同
差　　　　異　　　　の　　　　内　　　　容

扶養手当 同 じ

住居手当 異 な る

通勤手当 異 な る

区 分 市 国

借 家

家賃が6,000円を超える場合に支給 家賃が12,000円を超える場合に支給

最高支給限度額 27,000円 最高支給限度額 27,000円

持 家 世帯主 7,000円

区 分 市 国

交通機関
利 用 者 全額支給　限度なし 全額支給限度額 55,000円

交通用具
使 用 者

使用距離に応じ
 2,000円～24,500円

使用距離に応じ
 2,000円～24,500円
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区　　　　　　　分 平成 24 年度末現在高 平成25年度末現在高見込額

千円 千円

地方債の平成24年度末における現在高並びに平成25年度末

合 計 1 3 , 5 2 4 1 0 , 4 1 4

市 場 事 業 債 1 3 , 5 2 4 1 0 , 4 1 4
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市　　　場　

平 成 26 年 度 中 増 減 見 込 み
平成 26 年度末現在高見込額

平成26年度中起債見込額 平成26年度中元金償還見込額

千円 千円 千円

及び平成26年度末における現在高の見込みに関する調書

― 3 , 2 8 5 7 , 1 2 9

― 3 , 2 8 5 7 , 1 2 9
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